
 

 

 

 

 

 

 

ゴラン高原国際平和協力業務の実施の結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２５年５月 



 

 

 

 

 

 

 

 

 この報告は、国際連合平和維持活動等に対する協力に関する法律

（平成４年法律第７９号）第７条の規定に基づき、国会に報告する

ものである。 
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ゴラン高原国際平和協力業務の実施の結果 

 

１ 派遣の経緯 

昭和２３（１９４８）年のイスラエル国建国以来、４次にわたる中東戦

争を経て続いていたイスラエル国とシリア・アラブ共和国（以下「両国」

という。）との間の紛争については、昭和４９（１９７４）年５月に両国

間で兵力引き離し協定が締結された。これを受けて、国際連合安全保障理

事会決議第３５０号に基づき、国際連合平和維持活動として、シリア・ア

ラブ共和国南西部のゴラン高原地域における両国間の停戦監視及び両軍の

兵力引き離し等に関する合意の履行状況の監視を任務とする国際連合兵力

引き離し監視隊（以下「ＵＮＤＯＦ」という。）が設立され、昭和４９（１

９７４）年６月より活動を開始した。国際連合安全保障理事会は、ＵＮＤ

ＯＦの設立以降、約半年ごとに活動期間を更新してきており、平成２４（２

０１２）年１２月にその活動期間を平成２４（２０１２）年１２月３１日

から平成２５（２０１３）年６月３０日まで６か月延長することを決定し、

平成２５（２０１３）年３月３１日現在で各国（インド、オーストリア、

フィリピン等）から派遣された９１７名の要員及び国際連合職員等が活動

している。 

我が国に対しては、司令部業務分野及びＵＮＤＯＦの活動に必要な食料

品等の日常生活物資等の輸送等の後方支援分野への要員の派遣について、

国際連合から要請があり、また、国際連合平和維持活動等に対する協力に

関する法律（平成４年法律第７９号。以下「国際平和協力法」という。）

第３条第１号に規定する武力紛争の停止及びこれを維持するとの紛争当事

者間の合意があり、受入れ国及び紛争当事者の国際連合平和維持活動への

同意並びに当該活動の中立性という点に関しては、ＵＮＤＯＦについてそ
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れらが満たされており、また、国際平和協力法第６条第１項に規定する我

が国の国際平和協力業務の実施についての紛争当事者及び受入れ国の同意

も得られていた。  

これらを踏まえ、我が国としても、世界の平和と安定のために一層の責

務を果たしていくに当たり、国際連合による国際の平和と安定のための努

力に対し人的な貢献を積極的に果たしていくため、平成７（１９９５）年

１２月１５日、国際連合の要請に応えて「ゴラン高原国際平和協力業務の

実施について」及び「ゴラン高原国際平和協力隊の設置等に関する政令（平

成７年政令第４２１号）」の閣議決定を行い、平成８（１９９６）年１月

１５日にゴラン高原国際平和協力隊を設置した。その後、ＵＮＤＯＦの活

動期間の延長を受けてゴラン高原国際平和協力隊の派遣期間も当初平成８

（１９９６）年８月３１日までとなっていたものを逐次延長し、平成２５

（２０１３）年３月３１日までとした。  

我が国は、以上の経緯をもって、司令部要員により司令部業務分野にお

ける国際平和協力業務を実施するとともに、自衛隊の部隊等により輸送等

の後方支援分野における国際平和協力業務を実施した。さらに、連絡調整

要員を併せて現地に派遣し、我が国のＵＮＤＯＦに対する協力を円滑かつ

効果的に行うための連絡調整の分野における国際平和協力業務を実施し

た。 

 

２ ゴラン高原国際平和協力業務の実施の結果に関する事項 

 (1)  司令部業務の概要 

我が国からは、国際平和協力本部による研修を経て、平成８（１９９

６）年２月１日以降、第１次要員として軽部真和３等陸佐以下２名、第

２次要員として岩村公史３等陸佐以下２名、第３次要員として辻本正彦

３等陸佐以下２名、第４次要員として原田智総３等陸佐以下２名、第５
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次要員として腰塚浩貴３等陸佐以下２名、第６次要員として髙木勝也３

等陸佐以下２名、第７次要員として小橋史行３等陸佐以下２名、第８次

要員として垂水達雄３等陸佐以下２名、第９次要員として足立吉樹３等

陸佐以下２名、第１０次要員として前島政樹３等陸佐以下２名、第１１

次要員として田浦尚之３等陸佐以下２名、第１２次要員として牧野雄三

３等陸佐以下２名、第１３次要員として中村和志３等陸佐以下２名、第

１４次要員として服部真之介３等陸佐以下３名、第１５次要員として岡

田豊３等陸佐以下３名、第１６次要員として六反洋一朗３等陸佐以下３

名及び第１７次要員として井上雄一朗３等陸佐以下３名が、それぞれ約

１年間の任期で現地に派遣され、第１７次要員は平成２５（２０１３）

年１月１７日に帰国した。  

これらの司令部要員は、ＵＮＤＯＦの司令部要員の一員として、輸送

及び重機材整備の業務に関する企画及び調整の業務並びにＵＮＤＯＦの

活動に関する広報の業務を行うとともに、平成８（１９９６）年７月５

日以降、これらの業務に加えて、重機材以外の物品の整備、物資の調達、

保管及び給食の業務に関する企画及び調整の業務並びにＵＮＤＯＦの活

動に関する予算の作成の業務を実施した。 

さらに、ＵＮＤＯＦ司令部の業務の合理化及び機能強化を目的とした

組織改編が平成１８（２００６）年６月１日に行われたことに伴い、司

令部要員の従来の業務に加えて、ＵＮＤＯＦの用に供する施設等の建設、

同施設に係る防火及び消火並びにＵＮＤＯＦの活動に必要な通信に関す

る企画及び調整の業務を実施した。  

 

 (2)  輸送等の後方支援業務の概要 

ＵＮＤＯＦの活動に必要な後方支援業務は、我が国の部隊及びインド

の部隊（平成１８（２００６）年３月２４日までは、カナダの部隊）か
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らなる約２２０名の後方支援大隊により行われた。 

我が国からは、国際平和協力本部による研修を経て、平成８（１９９

６）年２月１日以降、第１次隊として佐藤正久３等陸佐以下４３名、第

２次隊として角南良児３等陸佐以下４３名、第３次隊として本松敬史３

等陸佐以下４３名、第４次隊として正木幸夫３等陸佐以下４３名、第５

次隊として佐藤正典３等陸佐以下４３名、第６次隊として武藤祥二３等

陸佐以下４３名、第７次隊として堀切光彦３等陸佐以下４３名、第８次

隊として秋葉瑞穂３等陸佐以下４３名、第９次隊として池田和典３等陸

佐以下４３名、第１０次隊として鬼頭健司３等陸佐以下４３名、第１１

次隊として古庄信二３等陸佐以下４３名、第１２次隊として佐々木俊哉

３等陸佐以下４３名、第１３次隊として冨樫勇一３等陸佐以下４３名、

第１４次隊として浅野正尚３等陸佐以下４３名、第１５次隊として近藤

力也３等陸佐以下４３名、第１６次隊として吉浦健志３等陸佐以下４３

名、第１７次隊として遠藤充３等陸佐以下４３名、第１８次隊として徳

永勝彦３等陸佐以下４３名、第１９次隊として佐藤和之３等陸佐以下４

３名、第２０次隊として白川訓通３等陸佐以下４３名、第２１次隊とし

て上野和士３等陸佐以下４３名、第２２次隊として高橋洋二３等陸佐以

下４３名、第２３次隊として豊田龍二３等陸佐以下４３名、第２４次隊

として小倉好文３等陸佐以下４３名、第２５次要員として湯下兼太郎３

等陸佐以下４３名、第２６次要員として藤田宗徳３等陸佐以下４３名、

第２７次要員として高木真一３等陸佐以下４３名、第２８次要員として

小山直伸３等陸佐以下４３名、第２９次要員として佐藤慎二３等陸佐以

下４３名、第３０次要員として武者利勝３等陸佐以下４３名、第３１次

要員として志道桂太郎３等陸佐以下４３名、第３２次要員として野下茂

助３等陸佐以下４３名、第３３次要員として南條衛３等陸佐以下４３名

及び第３４次要員として萱沼文洋３等陸佐以下４４名が、それぞれ約半
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年間の任期で現地に派遣され、第３４次要員は平成２５（２０１３）年

１月１９日までに帰国した。なお、第１次隊から第２４次隊までは、派

遣に当たり、部隊を編成し、帰国後に当該部隊を廃止していたが、こう

した部隊の編成・廃止に伴う手続の簡素化等のため、平成２０年２月に

ゴラン高原派遣輸送隊（以下「輸送隊」という。）を編成し、第２５次

要員を派遣して以降は、これを廃止することなく構成要員を交代させる

こととした。  

これらの輸送隊は、食料品等の日常生活物資等の港や空港等からの輸

送、ＵＮＤＯＦの補給品倉庫における物資の保管、活動地域内の道路等

の補修、道路等の補修に必要な重機材等の整備等の業務を実施した。 

これらの輸送隊の要員は、第３３次要員までは各４３名のうち３１名

が、また、隊長を補佐する体制を強化するため増員した第３４次要員は

４４名のうち３２名が兵力引き離し地帯の西側の、また、１２名が東側

の国際連合の施設内に各国部隊と共に配置された。  

 

 (3)  航空自衛隊による補給の実施 

航空自衛隊は、国際平和協力本部による研修を経て、平成８（１９９

６）年５月１６日以降、３４回にわたり、Ｃ－１３０Ｈ型輸送機及びＵ

－４型多用途支援機を本邦と両国との間で運航し、輸送隊及び司令部要

員のための物資の補給を行うことにより、現地での円滑な活動を支援し、

平成２５（２０１３）年１月２１日までに帰国した。 

 

 (4)  連絡調整業務の概要 

関係府省庁（内閣府及び防衛省（平成１９（２００７）年１月８日ま

では防衛庁））から派遣された連絡調整要員は、我が国のＵＮＤＯＦに

対する協力を円滑かつ効果的に行うため、国際平和協力本部による研修
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を経て、平成８（１９９６）年１月２９日以降、逐次業務に従事した。

要員は、シリア・アラブ共和国のダマスカス及びイスラエル国のテルア

ビブ等に合わせて最大６名配置され、派遣先国政府当局その他の関係機

関と司令部要員及び輸送隊との連絡調整業務を行い、平成２５（２０１

３）年２月８日までに帰国した。  

 

３ 撤収の経緯  

我が国は、平成８（１９９６）年２月からＵＮＤＯＦの業務を現地で実

施してきた。しかし、シリア・アラブ共和国においては、平成２３（２０

１１）年３月以降民主化等を求めて各地で発生した反政府デモと治安部隊

との衝突等による暴力が継続し、悪化の一途をたどるシリア・アラブ共和

国情勢が、ゴラン高原地域にも深刻な影響を及ぼし、ＵＮＤＯＦの活動に

支障が生じてきた。 

このような状況を踏まえ、我が国としては、要員の安全確保を最優先に

するとの方針の下、国際連合及び関係国との間で要員の十分な安全確保に

つき累次にわたり協議や情報共有を行うとともに、現地の情勢を不断に注

視しつつＵＮＤＯＦにおいて活動を行ってきた。 

しかし、政府として、ゴラン高原を含むシリア・アラブ共和国の情勢、

ＵＮＤＯＦを取り巻く状況下における我が国要員の安全確保の在り方、我

が国が当時の状況において行い得る活動の内容等を総合的に検討した結

果、我が国の要員の安全を確保しつつ意義のある活動を行うことが困難と

の認識に至り、国際連合等との調整を経て、我が国の要員を速やかに撤収

させることを平成２４（２０１２）年１２月２１日に発表した。なお、今

般の撤収は、我が国として国際連合平和維持隊に参加するに際しての基本

的な五つの原則が満たされなくなったことを理由とするものではない。 
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４ 物資協力の実施 

ＵＮＤＯＦへの要員の派遣に際し、我が国は、輸送隊に一定の自己完結

性を持たせるべく自隊を支援する要員を加えて派遣したが、これらの要員

分の生活・勤務環境整備のため、平成７（１９９５）年１２月、国際連合

からの要請に基づき、国際平和協力法に基づく物資協力として、国際連合

に対しプレハブ資機材１式を無償で譲渡した。 

また、平成２５（２０１３）年１月にＵＮＤＯＦから撤収する際に、我

が国は、国際連合からの要請に基づき、国際平和協力法に基づく物資協力

として、国際連合に対しそれまで使用してきたトラック、ドーザ等の車両

を無償で譲渡した。こうした取組は、我が国の国際平和協力業務が終了し

た後も活動を継続するＵＮＤＯＦに対する有益な貢献である。 

 

５ まとめ 

我が国は、平成８（１９９６）年２月に現地への派遣を開始してから１

７年近くの活動において、延べ約１，５００名の要員を派遣した。我が国

の輸送活動の累計は、走行距離にして約３４０万ｋｍ（地球を約８５周）、

輸送人員約７万９，５００名、生活用品等約３万５，２００トンであった。

こうした活動を通じ、我が国が両国間の和平交渉における中心的な問題で

あるゴラン高原地域の平和と安定に長年にわたり貢献してきたことの意義

は大きい。 

約１７年にわたる長期の派遣を通じ、我が国の能力を適切に発揮して、

国際社会から高く評価される活動を実施するとともに、派遣された要員及

び自衛隊の能力の向上にも資することとなった。政府としては、今回の活

動における貴重な経験を今後の業務の実施に活かすことが肝要と考えてお

り、今後とも、国民の理解と支持を得つつ、国際平和協力法に基づいて協

力を進めていくこととしたい。 
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